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２．運輸分野における水素の利活用（1/4）

５

目標・取組 評価 進捗の主な状況

＜市場投入時期及び取組＞
・2016年中に燃料電池バス及び
フォークリフトを市場投入する。
・燃料電池の適用分野を船舶等
に拡大する。

○

【FCバス】
・2017年2月に東京都に初めて市場投入され、2018年3月時点で5台導
入済み。東京都は2020年までに都内で100台導入を目指している。
・水素基本戦略において、2020年度までに100台程度、2030年度までに
1,200台程度の導入目標が設定された。
【FCフォークリフト】
・2016年11月に市場投入され、国内では77台普及している。
※2018年３月時点
・水素基本戦略での普及目標としては2020年度までにFCフォークリフト
500台、2030年度までに10,000台が目標。
【FC船】
・燃料電池を実験船に設置して実船試験を実施。
・試験結果等を踏まえ国交省で安全ガイドラインを作成。

＜普及目標＞
2020年までに4万台程度、
2025年までに20万台程度、
2030年までに80万台程度

△
・2018年4月時点での国内FCV登録台数は約2500台。
・FCVの価格は約700万円となっているところ、燃料電池システムのコスト低
減等を通した車両価格の低減が必要。
・水素ステーションの更なる整備も必要。

出典：みずほ情報総研報告書より資源エネルギー庁作成



２．運輸分野における水素の利活用（2/4）

６

目標・取組 評価 進捗の主な状況

＜車両の低コスト化・高耐久化・
燃費性能向上等の技術開発＞
・2025年頃に、より多くのユー
ザーに訴求するため、ボリューム
ゾーン向けの燃料電池⾃動車の
投入、及び同車格のハイブリッド
車同等の価格競争力を有する車
両価格の実現を目指すため、低コ
スト化・高耐久化・燃費性能向上
等の技術開発を推進する。

△
・現在の技術水準は出力密度3kW/L、車両価格約700万円。
・NEDO目標は、2020年ベースで出力密度4kW/L、コスト0.8万円/kW
＠1万台/年と設定。
・NEDO事業において、低コスト化を進めるため、白⾦の使用量を削減する
等の技術開発を進める。

出典：みずほ情報総研報告書より資源エネルギー庁作成



２．運輸分野における水素の利活用（3/4）

７

目標・取組 評価 進捗の主な状況
＜水素ステーションの設置目標＞
・2016年度内に四大都市圏を中心に
100箇所程度、2020年度までに160
箇所程度、2025年度までに320箇所
程度。

・再生可能エネルギー由来の水素ス
テーション（⽐較的規模の小さいも
の）については、2020年度までに100
箇所程度の設置を目指す。

○

・水素ステーションは建設・計画中のものを含めて108箇所、整備済100箇所。
※2018年５月末時点。
・再エネ由来水素ステーションは建設・計画中のものを含めて26箇所、整備済22
箇所。
※2018年3月末時点。
・2018年3月に11企業による新会社「日本水素ステーションネットワーク合同会
社」（以下「JHyM」）が発表され、今後4年間で新たに80箇所の水素ステーショ
ンを戦略的に整備すると発表。2018年7月現在では18社が加入している。

出典：みずほ情報総研報告書より資源エネルギー庁作成



２．運輸分野における水素の利活用（4/4）

８

目標・取組 評価 進捗の主な状況

＜水素価格・⾃⽴化＞
・2020年代後半までに水素ステーショ
ン事業⾃⽴化を目指す。
・引き続きハイブリッド車の燃料代と同
等以下としつつ、水素ステーションの⾃
⽴化のためコスト低減を図る。

△

・現状水素価格は1000円-1200円/kg程度（ステーションに依存）とハイブ
リッド車燃料代相当の価格が戦略的に設定されているが、地域によっては大きく上
回るケースも存在。
・ステーション一カ所の1日当たり充填回数は2.85回（2017年度実績）。
・整備費は現状3.5億円程度であり、2020目標の2.3億円には距離がある。また、
運営費は現状3,400万円程度であり、2020年目標の2,300万円に対しては距
離がある。
・NEDO事業において、低コスト化を進めるため、水素ステーションに関する業界統
一規格化・仕様標準化等を進める。
・平成25年、平成27年閣議決定の規制改革実施計画に加え、平成29年6月9
日、新たに規制改革実施計画が閣議決定され、公開の場の検討会で議論中。
・緩和の例として、平成27年の規制改革実施計画に盛り込まれた「水素スタンドに
おけるセルフ充填の許容」について、具体的な要件や方法を示した「セルフスタンドガ
イドライン」がとりまとめられ、当該ガイドラインに沿った形での有⼈セルフスタンドの
建設・運営が可能となった。

出典：みずほ情報総研報告書より資源エネルギー庁作成
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低コスト化に向けたアクションプランの進捗（１）
 セル数低減、周辺機器の集約によるコンパクト化・低コスト化が進む一方、さらなるコス
ト減には生産台数増加や新技術の必要性も窺える。

18

大項目 中項目 小項目 主な回答

機器
（コスト）

スタック

セルスタック枚数の削減
・ほぼ限界（PEFC）
・円筒平板型セルスタックは、16年度モデルではセル数94枚（SOFC）

セルスタック素材の見直し ・メタルサポートセルの実用化を加速（SOFC）

燃料電池内触媒の使用量低減
・可能であれば削減。多種多様なガスに対応できることが条件（SOFC）
・16年度から水素添加方式の脱硫を採用しコストダウンに成功（SOFC）
・都市ガス付臭剤中の硫黄濃度低減については国が方向を示すことが必要

セルスタック供給事業者拡大 ・セカンド、サードスタックメーカーの早期実用化に向けた支援を行うべき（SOFC）

補機

補機の部品点数削減
・補機は若干進捗、基板・配管・継手の集約などが進む（PEFC）
・冗長なセンサ類の削減が必要（SOFC）

低コスト補機の採用

・FC部分コスト⽐率は下がり、一般設計部品や貯湯ユニットのコスト⽐率が高まって
いる。更なるコスト削減には量産が必要（PEFC）
・ガスブロアのケーシングの樹脂化などを実施（SOFC）
・専用品から一般部品への切替が必要（SOFC）

部品、素材など供給事業者の拡大
・断熱材・ホットモジュール筐体ステンレスのセカンドベンダーの創出が必要
（SOFC）

燃料処理機 改質器・ホットモジュールの簡素化
・ホットモジュール筐体にカシメ方式を採用し溶接個所の大幅低減成功（SOFC）
・改質器も拡管方式を採用、溶接箇所の大幅低減に成功（SOFC）

貯湯槽
燃料電池本体との通信の標準化 ・2016年モデルにて貯湯タンクを発電ユニットに内蔵し、貯湯ユニットを廃止。 既存

の給湯器に後付け設置を可能にした（SOFC）貯湯タンクの仕様の見直し及び簡素化
制御 基盤の小型化 ・取り組み中（SOFC）

出典：インタビュー、その他公開情報に基づき作成

インタビュー結果概要



低コスト化に向けたアクションプランの進捗（２）
 １０年間定期点検不要の実現や遠隔監視実現、試運転簡略化などアクションプラン
の進捗が見られる。今後は販路拡大、工事費用の低減が大きな課題か。

19出典：インタビュー、その他公開情報に基づき作成

大項目 中項目 小項目 主な回答

機器
（その他）

メンテナンス

定期交換部品の不要化 ・主要部品の高耐久化に合わせ、交換部品の耐久性能向上が必要。（PEFC）
・10年間定期点検が不要となる目処がついた（PEFC, SOFC）

ネットワーク活用による業務効率化

・各メーカ、ネットワーク接続による遠隔監視とメンテナンスが可能に。需要家への
サービス向上などにより、接続率を向上させる必要（PEFC）
・ネットワーク機能実証を実施中。効果検証のうえで、本格導入を検討
（PEFC）

販路拡大
ラインナップ充実 ・新築向け・既存向けに加え、寒冷地向けを充実（PEFC）

・18年度機から接続するセット給湯器メーカーを追加（SOFC）

既存メンテナンス体制の活用 ・⾃社メンテ体制を構築（PEFC）
生産プロセス 生産プロセスの改善 ・量産工法の改善、⾃動化設備の導入、歩留まり率の改善が必要（SOFC）

設置工事

試運転 試運転時間の短縮・簡素化

・一部機種で施工確認を目的とした着火工程までで試運転完了可能になった。
全メーカ・全機種で同様の試運転を目指す（PEFC）
・試運転操作の簡易化、遠隔試運転などで試運転時間～最大50%減
（SOFC）

配線・電線等の構造 配線・電線等の簡素化 ・100V2線出力を目指して制度整備を行ってきたが、技術的な整理に想定以上
の時間がかかっている（PEFC）

基礎 基礎の簡素化 ・材料費削減、施工費削減が必要（PEFC, SOFC）

インタビュー結果概要















FCバス・FCフォークリフトに関する最近の動向

26

 FCバスを昨年度導入・運行開始した東京都以外の⾃治体でも試乗会の実施など導入へ向けた
動きが活発化。

 FCフォークリフトに関しては卸売市場、工場などでの利用に向けた実証の拡大が見られる。

FCバスの国内導入状況 FCフォークリフトの国内導入状況

 トヨタはFCバス「SORA」の型式認証を取得、2018年3月7
日より販売を開始。

 埼玉県や横浜市等はオリンピック・パラリンピック等を契機として、
観客輸送バスや路線バスへの活用に向けて、2019年度にFC
バス導入を目指すほか、徳島県でも2020年運行を目指し、
11月に試乗会を開催。

 その他自治体（大阪府、神戸市など）でも試乗会を実施。

 環境省事業においてFCフォークリフトを卸売市場や空港へ
導入する実証が進行中。

 工場でのFCフォークリフト活用の実証も開始。福岡県トヨ
タ自動車宮田工場で太陽光由来の水素をFCフォークリフ
トに供給。

 トヨタは元町工場へのFCフォークリフト20台導入も3月に
発表。

出典：埼玉県ホームページ

出典：豊田通商プレスリリース

出典：トヨタ自動車ホームページ







車両の低コスト化・高耐久化・燃費性能向上等の技術開発

29

 2017年12月にNEDOは「燃料電池・水素技術開発ロードマップ（燃料電池分野）」を公開。
 2040年頃のFCVの普及目標に向け、究極目標の数値（最大出力密度：9kW／リットル、最

大負荷点電圧：0.85V、作動最高温度：120℃等）が設定された。
 普及目標に向けて2020年頃、2025年頃、2030年頃のFC・水素貯蔵システムコスト目標を設

定。

出典：NEDO「燃料電池・水素技術開発ロードマップ（燃料電池分野）」





37項目見直しの状況

31

 平成29年６月閣議決定の規制改革実施計画を受け、37項目の見直し項目に対する検
討を実施すべく、「水素・燃料電池自動車関連規制に関する検討会」が開催、規制の検討
が行われている。平成30年3月時点では1１項目については措置済み。

出典：経済産業省「規制改革実施計画（平成２９年６月閣議決定）に記載された規制緩和項目一覧」（水素・燃料電池自動車関連規制に関する検討会 第5回 参考資料２）



第6回水素・燃料電池⾃動車関連規制に関する検討会資料

32







水素燃焼技術開発関連の最近の動向

35

 MHPSが、ガスタービンで体積割合30％の水素混焼に成功、水素混焼によりCO2排
出量を従来の10%低減可能。また、燃焼器のみの改造で水素混焼に対応可能な技
術としている。

 MHPSはオランダでの天然ガス火力発電所の水素焚き転換プロジェクトに参画を3月
に発表。

ガスタービン実圧燃焼試験 天然ガス焚きGTCC発電所水素焚き転換プロジェクト

 天然ガスに水素を30%混合しても、安定的に燃焼させる
ことに成功。

 従来に比べて、発電時のCO2排出量を10%低減。
 燃焼機以外については、従来の設備をそのまま活用可能

であり、天然ガス発電所から水素発電所へ転換する際の
改造コストを抑制。

【水素混焼試験を実施した実圧燃焼試験設備】

MHPSは2018年3月にオランダのNuon社の132万ｋW
級のGTCC発電所を水素抱きにするプロジェクトに参画する
ことを発表。

同社は過去に同発電所にF型ガスタービンを導入しており、
そのうちの一系列を2023年までに100％専焼発電に切り
替える予定。

出典：MHPS ニュース/新着情報

【MHPSのM701F型ガスタービン】

出典：MHPSWebサイト



海外からの水素供給に関する最近の動向

36

 川崎重工業、電源開発、岩谷産業、シェルジャパンは技術研究組合HySTRAを設立。
 豪州褐炭のガス化による水素製造、水素液化、液化水素荷役、海上輸送について

2020年度に実証運転を行うべく、取組を進める。

未利用褐炭由来水素大規模海上輸送サプライチェーンとプレーヤーの役割

技術開発の動向
①液化水素船 ②液化水素荷役技術 ③褐炭ガス化技術

 基地、ローディングアームの基本設計が完了。
タンク容量は2500m3、球形真空⼆重殻。

 基地は神戸空港に建設

 粉砕乾燥プロセスの開発
 小型試験炉でのガス化試験の実施

 タンクの基本設計が完了。
 2017年IMO委員会において日本提案の

液化水素運搬に関する安全基準案が承認。

出典：HySTRA

出典：川崎重工業
「水素エネルギー利
用社会実現に向け
た川崎重工の取組
み」

出典：HySTRA



海外からの水素供給に関する最近の動向

37

 千代田化工建設、三菱商事、三井物産、日本郵船は技術研究組合AHEADを設立。
 有機ハイドライドをキャリアとした海外未利用資源由来水素の製造・貯蔵・輸送実証

を実施中。ブルネイで製造した水素を有機ハイドライド化して海上輸送、国内で脱水素・
供給する計画で、2020年に実証運転を開始予定。

ブルネイからの水素輸送・供給を行う実証事業 実証事業、プラントのイメージ

 ブルネイの水素化プラント、川崎市臨海部の脱水素プラ
ント建設に着手。2020年から水素輸送を試験的に行う。

 実証チェーンに向けて以下の研究開発テーマを実施。

出典：NEDO成果報告会

項目 概要

水素化
水素化反応器スケールアップ

不純物除去設備仕様明確化

脱水素設備

脱水素スケールアップの検討

負荷追従性向上（シミュレーション）

水素純度向上検討

触媒商業生産の確認

チェーン全体

トルエン調達仕様検討

サプライチェーン評価シミュレーション

ガム状物質付着現象の定量評価

熱インテグレーション検証・課題抽出

計画 将来のSC在り方検討
出典：NEDO成果報告会



高効率アルカリ型水電解装置の開発動向

38

 NEDOプロジェクトでのアルカリ形水電解装置の開発において、旭化成は0.6A/cm²の
電流密度で電解電圧1.8VのNEDO目標を実現する高効率な大型水電解装置を開
発した。

 また、10,000時間超えの運転も同時に達成できている。

出典：NEDO成果報告会



Power to Gasシステムの実証事業動向
 NEDOプロジェクトや環境省事業において、再エネの有効活用・導入拡大を目的とした

Power to Gas実証事業が開始されている。

Power to Gas実証の新たな取り組み 低炭素水素実証の新たな取り組み

 NEDOプロジェクトとして2017年8月に2016年から実施
していたFS事業のうち、3事業がステージゲートを通過し、
実証フェーズに移行した。

 日立製作所、丸紅、みやぎ生活共同組合は太陽光発
電システムで発電した電力から水電解装置で水素を製
造し、エネルギーとして利活用するサプライチェーン構築に
向けた実証を実施する。

 吸蔵合金で水素を輸送、一般家庭等の燃料電池に配
送する。

 同実証は環境省事業での補助を受け、2019年度まで
実施する。

名称 委託先 概要

再エネ利用水素システムの
事業モデル構築と大規模実
証に係る技術開発

東芝
岩谷産業
東北電力

デマンドレスポンスとしての水素活用
事業モデルおよび水素販売事業モデ
ルの確立を目指す

稚内エリアにおける協調制
御を用いた再エネ電力の最
大有効活用技術

日立製作所
北海道電力
エネルギー総合工
学研究所

再生可能エネルギー由来電力の活
用を最大化するため、水電解水素製
造装置、蓄電池および水素混焼エン
ジンの協調制御システムを開発

CO2フリーの水素社会構築
を目指したP2Gシステム技
術開発

山梨県企業局、
東レ、
東京電力ホール
ディングス、
東光高岳

太陽光発電に対して、その電力を固
体高分子形水電解水素製造装置
を隣接に設置することで吸収し、電
力網の供給余力と発電サイドの需給
調整力を創出。製造された水素を工
場等の熱需要や運輸において利活
用。

出典：日立製作所プレスリリース 39



福島新エネ社会構想（再エネ水素部分）の進捗

40

 NEDOプロジェクトにてFS実施後、実証フェーズへと進んでいる。2020年の実証運用に
向けて今夏からプラント設備等の施工開始予定。

 10MW水電解装置での水素製造による系統安定化（DR）、水素需要と合わせた制
御システムの確立を目指す。

福島新エネ社会構想（再エネ水素部分）の概念図

出典：福島新エネ社会構想実現会議
再生可能エネルギー由来水素プロジェクト検討ＷＧ 事業者資料


